
涌谷町水道事業経営戦略

令和４年２月

涌谷町上下水道課



令和 4 年 2 月

令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千 ／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

口 径

13mm

20mm

25mm

30mm

40mm

50mm

75mm
集会所用

④ 組　織

組織体制

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

650円

　涌谷町水道料金表

基本料金（税抜き）

１ヶ月につき １ヶ月あたりの使用水量 １m3 につき

23,300円

50,900円

水量料金（税抜き）

1～10m3 11～25m3 26～100m3 101m3 ～

計 画 給 水 人 口 17,064

現 在 給 水 人 口 14,930法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適用（全部）

／日

　上下水道課の組織体制は下記のとおりであり、水道事業会計職員については、課長１名(下水道兼務)、班長１名、班員３名
の計５名体制により事業運営しております。

これまでの主な経営健全化の取組

　本町の水道事業は、昭和２７年１１月涌谷町上水道事業として認可を受け、昭和３１年から給水を開始しました。大崎広域水
道からの受水と自己水源の確保により安定供給を確立しました。施設整備計画では平成30年度に策定した水道管路更新計画
に基づき、老朽化した配水管を年次計画により更新しております。

　令和２年度に公表した、令和元年度決算「経営比較分析表」を添付しております。

平成22年7月1日

259円/m3

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 7,989

※ 直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付しております。

涌谷町水道事業経営戦略

事業の現況

　当町では、「基本料金」と「水量料金」を組み合わせた料金体系としています。
　基本料金は、集会所用を除き設置されている水道メーターの口径毎に設定しています。水量料金
については、水道使用量により従量料金を加算しており、下記の料金表のとおりとなっています。

1,350円

2,700円

5,450円

7,800円

14,100円 209円/m3138円/m3 317円/m3

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含ま

施 設 利 用 率 54.54

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

涌谷町

水道事業

計 画 期 間 ：

8

～

管 路 延 長

16.17

供用開始年月日 昭 和 31 年 3 月 1 日

水 源

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1
197.94

千ｍ

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

上下水道課長 課長補佐

上水道班長

下水道班長
（課長補佐兼務）

班員３名

班員２名



（３）経営比較分析表等を活用した現状分

-
 
2
 
-



２．将来の事業環境

（１）

（２） 水需要の予測

　国立社会保障人口問題研究所による本町の人口推計に基づき給水人口を予測しました。推計によると町の人口は令和27年
度には9,865人まで減少すると予測されており、同様に給水人口についても減少傾向であり、令和12年度には12,841人、令和22
年度には10,615人程度まで減少すると予測しております。

給水人口の予測

　人口減少に伴う給水人口の減少や節水技術の向上等により、水需要についても減少が続くものと予測しております。平成２７
年度の年間有収水量は1,371千 、令和27年度には817千 程度まで減少するものと予測されます。
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（３）

（４）

料金収入の見通し

　人口減少に伴い水需要が減少傾向であることから、収益も同様に減少するものと予測しております。令和２年度に大崎広域
水道からの受水費が引き下げられた影響もあり、本計画期間中においては、現状の資金残高と同水準を維持可能と見込まれ
るため、計画期間内での料金改定は行わないことにしております。
　また、水道料金の未収金は、令和２年度末で１４，０１２千円となっています。平成２７年度末時点での未収金は３３，０５１千円
で、５年間で１９，０３９千円の未収金を回収しております。

　組織体制については、令和３年度現在で上下水道課職員は８名で、水道事業会計職員ついては、これまで平成２１年度と令
和３年度に各１名の人員削減を実施し、現在の職員数５名（１名下水道兼務）となっております。水道事業においては、当面は
現行の組織体制を維持しつつ、外部研修等の積極的な活用により、職員個々の能力の向上と専門知識の習得を図ってまいき
ます。

組織の見通し
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２
）
投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

事業期間
事 業 費

事業期間
事 業 費

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　本町の水道事業におきましては、全町にわたる安全で安定した水の供給に向けて、涌谷町水道管路更新計画に基づき効率
的に事業を実施するとともに、より一層の経費抑制に努めつつ適正な料金設定を検討し、事業運営の健全化を目指してまいり
ます。

　・安全、安心な水の安定供給

　・災害、事故等への危機管理対策

　・経営基盤の強化

　災害時や平常時の事故にも対応した応急対策や近隣市町及び工事業者と連携した応援体制の確立を目指します。

　水質の適正な管理を行うとともに、基幹施設の耐震化及び管路の適切な更新を行い、安定的な水道水供給に努めます。

　技術職員、経営を担う職員の長期的な育成を行い、計画的かつ効率的な財政営運に努めます。

目　　　　　標

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

　計画期間内の主な事業
　・重要給水施設配水管耐震化事業（中江南地内・上町地内外配水管布設替）

目　　　　　標

　　令和２年度から令和４年度

・安定した水道水の供給
・計画的な投資よる事業費の抑制

　　受水費については、令和５年度までは現行の大崎広域水道用水の供給に関する覚書をもとに積算し、令和６年度以降は
　人口推移及び料金改定による受水費の上昇を見込んで積算しております。

　　１億１千万円

　・老朽管更新事業
　　令和３年度から令和１２年度
　　７億円

  ・広域化に関する事項
将来的な広域化・広域連携に向けた取り組みとして、令和５年度に管路台帳の電子化を予定しております。

  ・修繕費に関する事項

  ・動力費に関する事項

　料金収入については、人口減少や節水意識の向上により減少傾向となっております。本計画期間内では料金改定は行わな
いことにしておりますが、収益的収支の状況に注視しながら、必要に応じて計画の見直しを行い料金改定についても検討してま
いります。
　建設改良工事については、企業債を充当することにより財源の調整を図ります。令和５年度以降は財源として国庫補助金を
見込んでおりませんが、状況に応じて補助事業制度を活用してまいります。

・水道料金収入の確保
・補助事業や企業債の有効活用

  ・職員給与費に関する事項

  ・その他の事項

　・委託料に関する事項
　　令和３年度の決算見込をもとに一定額見込んでおります。

　　過去の実績に基づき積算しております。

　　過去の実績に基づき積算しております。

　　令和３年度の人員削減を考慮し、令和３年度の決算見込みに基づき積算しております。

計画期間内における管路更新状況見込み　　老朽化率　34.8％、耐震化率　28.5％
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

　現在、徴収業務の一部を民間委託しておりますが、今後の民間の資金・ノウハウ等の活
用については、先進事例などを参考にしながら検討してまいります。

　涌谷町水道管路更新計画に基づき計画的に管路の更新を進めながら、長寿命化等の検
討を図ってまいります。

　経営戦略に基づき、事業が計画的に実施されているか毎年度確認しながら、期間中に大
幅な変更があった場合は、計画の見直しを行います。

施設 ・設備の廃止・統合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　計画期間内での予定はありませんが、水需要の減少を考慮し浄水場等の施設運用及び
設備の更新について検討してまいります。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　人口減少による水需要の変化に応じて、経済性に優れた資材の採用等を検討してまいり
ます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）によ
る

収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　現段階において記述事項はありません。

　将来な料金収入の減少が避けられないことから、将来負担の軽減を図りながら企業債償
還金額の範囲内を原則として企業債を有効活用してまいります。

　現段階において記述事項はありません。

　平成３１年１月１１日に宮城県水道事業広域連携検討会が設置されました。本町において
も検討会を通じて将来的な広域化・広域連携に取り組んでまいります。

広 域 化

　本計画期間以降も給水人口の減少が続くと予測されるため、次期経営戦略計画期間に
おける料金改定について検討してまいります。

民間の資金・ノウハウ等の活
用

（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

アセットマネジメントの充実
（施設・設備の長寿命化等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　現在、債券投資によろ資産運用を行っておりますが、遊休資産についても利活用や売却
について検討してまいります。

　現段階において記述事項はありません。そ の 他 の 取 組

企 業 債
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 381,592 365,707 381,231 374,521 371,375 365,894 360,337 354,831 349,299 343,793 338,262 332,680
(1) 374,372 354,481 373,376 367,921 364,775 359,294 353,737 348,231 342,699 337,193 331,662 326,080
(2) (B) 1,336 4,904 2,000 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600
(3) 5,884 6,322 5,855 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
２． 25,464 37,594 25,266 25,559 25,793 25,853 25,912 25,970 26,027 26,043 25,960 25,877
(1) 12,178

12,178

(2) 24,619 24,752 24,926 25,219 25,453 25,513 25,572 25,630 25,687 25,703 25,620 25,537
(3) 845 664 340 340 340 340 340 340 340 340 340 340

(C) 407,056 403,301 406,497 400,080 397,168 391,747 386,249 380,801 375,326 369,836 364,222 358,557
１． 371,299 365,154 360,087 359,938 361,822 369,374 370,636 370,799 372,312 379,211 378,865 379,257
(1) 35,805 33,285 27,904 28,044 28,185 28,326 28,468 28,611 28,755 28,899 29,044 29,190

18,179 16,910 14,942 15,044 15,185 15,326 15,468 15,611 15,755 15,899 16,044 16,190
1,827 1,867 755 800 800 800 800 800 800 800 800 800
15,799 14,508 12,207 12,200 12,200 12,200 12,200 12,200 12,200 12,200 12,200 12,200

(2) 238,210 224,497 229,105 227,792 228,673 234,732 234,835 233,461 233,565 239,457 238,030 238,136
6,685 5,809 5,921 5,948 5,975 6,003 6,031 6,059 6,087 6,115 6,143 6,171

199,253 186,558 186,484 185,072 185,853 191,810 191,810 190,333 190,333 196,120 194,587 194,587
19,678 19,020 22,700 22,772 22,845 22,919 22,994 23,069 23,145 23,222 23,300 23,378
12,594 13,110 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000

(3) 95,211 96,060 97,351 98,102 98,964 100,316 101,333 102,727 103,992 104,855 105,791 105,931
(4) 803 2,712 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
(5) 1,270 8,600 3,727 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000
２． 11,767 10,705 9,823 8,766 8,563 8,376 8,204 8,031 7,810 7,622 7,464 7,338
(1) 11,767 10,705 9,523 8,466 8,263 8,076 7,904 7,731 7,510 7,322 7,164 7,038
(2) 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300

(D) 383,066 375,859 369,910 368,704 370,385 377,750 378,840 378,830 380,122 386,833 386,329 386,595
(E) 23,990 27,442 36,587 31,376 26,783 13,997 7,409 1,971 △ 4,796 △ 16,997 △ 22,107 △ 28,038
(F) 1,800
(G)
(H) 1,800

25,790 27,442 36,587 31,376 26,783 13,997 7,409 1,971 △ 4,796 △ 16,997 △ 22,107 △ 28,038
(I) 523,184 484,626
(J) 308,658 313,043 337,361 355,710 364,202 369,887 371,136 368,187 360,910 352,070 339,874 325,844

11,704 14,748 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000
(K) 82,461 82,813 83,725 81,903 80,635 79,483 79,564 78,312 75,706 73,416 70,941 73,264

43,088 44,980 47,457 45,635 44,367 43,215 43,296 42,044 39,438 37,148 34,673 36,996

36,105 34,461 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000 34,000
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 380,256 360,803 379,231 372,921 369,775 364,294 358,737 353,231 347,699 342,193 336,662 331,080

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益

令和４年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

総 係 費
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
原 水 及 び 浄 水
受 水 費

支 払 利 息

資 産 減 耗 費
受 託 工 事 費

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

配 水 及 び 給 水

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

-
 
7
 
-



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 10,000 20,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 25,000 25,000 25,000 25,000

２． 736 736 736 736 736 736 736 736 736

３．

４． 1,670 700

５．

６． 6,844 6,782 12,000 7,500

７．

８． 1,378 2,178 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

９． 50,000

(A) 18,222 80,630 44,200 39,736 32,236 32,236 32,236 32,236 27,236 27,236 27,236 27,236

(B)

(C) 18,222 80,630 44,200 39,736 32,236 32,236 32,236 32,236 27,236 27,236 27,236 27,236

１． 92,657 89,559 85,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 70,000 70,000 70,000 70,000

２． 40,723 43,088 44,980 47,457 45,635 44,367 43,215 43,296 42,044 39,438 37,148 34,673

３．

４．

５． 50,000

(D) 133,380 182,647 129,980 127,457 125,635 124,367 123,215 123,296 112,044 109,438 107,148 104,673

(E) 115,158 102,017 85,780 87,721 93,399 92,131 90,979 91,060 84,808 82,202 79,912 77,437

１． 66,403 51,078 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

２．

３．

４． 48,755 50,939 35,780 37,721 43,399 42,131 40,979 41,060 34,808 32,202 29,912 27,437

(F) 115,158 102,017 85,780 87,721 93,399 92,131 90,979 91,060 84,808 82,202 79,912 77,437

(G)

(H) 706,740 683,652 668,672 651,215 635,580 621,213 607,998 594,702 577,658 563,220 551,072 541,399

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和１２年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計

そ の 他

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補  財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

本年度

-
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